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要旨　本論文では，都道府県議会本会議を対象としたパネルデータの収集・構築につい

て述べる。まず，地方議会の議員数や地方議会会議録の公開状況等の基本データを示す。

次に，会議録の収集やコーパス構築に向けた整理の方法と問題点について発言の抽出，

発言者名の抽出，発言者の名寄せの観点から述べる。最後に，地方議会会議録から抽出

した特徴語に基づく，発言内容の地域差，時間差，個人差の基礎的な分析結果について

述べる。

キーワード　地方議会会議録　コーパス　パネルデータ　特徴語

１　はじめに
　インターネットの普及，および，情報公開の進展に伴い，地方議会の会議録は自治体

のウェブサイトに公開されるようになってきた。これまで，日本各地の議会事務局や図

書館等へ出向かなければ，閲覧することができなかった議会会議録を居ながらにして，

しかもコンピュータ上での分析が行いやすいテキストデータとして入手出来るように

なった。このことにより，地方議会会議録を利活用した研究が行われるようになってき

た。例えば，1つの地方議会の会議録を対象とした特定分野の政治課題に対する取組状況

の分析（松本 2008，上田他 2012）や，学校教育への応用（國原 2017）などの研究が試

みられている。また，増田(2016)は北関東の7つの市議会会議録をテキストマイニングし，

政策課題の比較分析を試みている。種々の研究分野において地方議会会議録を用いた研

究の要求があるものの，自治体によって個別に公開されているものであるため，1つまた

は一部の地方議会を対象とした事例研究にとどまっているのが現状である。日本全国を

対象として研究を行うためには，調査・分析を始めるまでの準備に多大な時間と労力が

かかるという問題がある。そこで，我々は種々の分野における地方議会会議録を用いた

全国規模の研究を推進することを目指して，平成22年から全国の自治体の地方議会会議

録の収集・整理を進め，423自治体の議会会議録を収録した「地方議会会議録コーパス」（約
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1億3400万文，約80GB）を構築した。このコーパスを活用し，情報工学の分野における

情報抽出手法の開発（木村他 (2013)，葦原他 (2015)，木村他 (2011)）や，言語学分野に

おける言語使用や言語変異の実証的研究が進められてきた（高丸他(2015)，井上 (2013)，

二階堂他 (2015)）。情報工学分野，言語学分野において，本コーパスは有用な大規模言語

資源としての機能することが明らかとなった。しかし，人的・時間的コストの許す範囲

で可能な限り収集するという方針で，データ収集を進めた結果，収集対象自治体，および，

収集対象期間にばらつきがある（図1，2）。このことは，定量的な比較研究を行う際に問

題となる場合がある。

　筆者らは現在新たに，地方政治における議論の過程と結果，およびその背景を関連づ

けて考えるために，地方議会会議録（議論の過程）と条例（議論の結果）および新聞記

事（議論の社会的背景）を結びつけた「地方政治コーパス」の構築を進めている。このコー

パスでは，比較分析を定量的に行うことができるように，地方議会会議録の収集条件（対

象期間・対象自治体）を整えた収集を行う。新たに構築する会議録コーパスは，データ

図1　都道府県ごとの収集自治体数（右軸），および，収集文数（左軸）

図2　収集対象期間の分布
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規模は小さくなるものの，時系列（時間に伴う変化），および，横断面（ある時点の地域

による変異）の分析が可能なパネルデータとして使用することができる。

　本稿では，平成23年4月から平成27年3月までの4年分の都道府県議会本会議を対象とし

たパネルデータの収集・構築，および，その基礎分析の結果について述べる。まず第2章

で，コーパスの前提となる地方議会の議員数や地方議会会議録の公開状況等の基本デー

タを示す。次に第3章で，会議録の収集やコーパス構築に向けた整理の方法と問題点につ

いて述べる。あらかじめ電子化され，テキストデータとしてウェブ上に存在する会議録

を機械的に収集し，データベースに登録するコーパス構築の過程は一見すると「コピペ」

作業の繰り返しであり，技術的な難易度が高くないように思われる。しかし，後から機

械的な処理を行うことを想定して作成されていないテキストデータの整理には，様々な

困難がともなう。特に発言の抽出，発言者名の抽出，発言者の名寄せの3点に焦点を当て，

問題点を述べる。最後に第4章において，地方議会会議録から抽出した特徴語に基づく，

発言内容の地域差，時間差，個人差についての基礎分析の結果を述べる。

２　地方議会会議録と地方議会議員
　表1に自治体数，地方議会会議録のウェブ公開率，議員定数，議員実数（男女別）をそ

れぞれ「都道府県」「市区」「町村」別に集計した値を示す。このうち，会議録のウェブ

公開率は小樽商科大学木村研究室による調査の結果であり，2017年3月現在のものであ

る。議員定数等は総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等（平

成27年12月31日現在）」1に基づくものである。

2.1　会議録ウェブ公開の状況

　都道府県議会については，2007年2月の時点ですべての自治体が会議録をウェブ公開し

ていることが指摘されている（大山 2007）。それから10年を経た2017年3月現在では，都

道府県議会に加えてすべての市議会と区議会が会議録をウェブ公開している。一方，町

村レベルにおいては，全928町村のうち246町村でウェブサイトにおける会議録の公開が

確認されず，公開率は73%にとどまる。

　大多数の自治体では，会議録全文検索システムを議会のウェブページからリンクする

方法で，会議録を公開している。市町村の中には，会議録のPDFやテキストファイルを

表1　全国の自治体数，会議録のウェブ公開率，および，議員数
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そのまま公開している自治体も存在する（例えば，小樽市2（北海道））。また，委員会の

会議録の公開については，自治体により公開／非公開の対応が分かれている。

2.2　地方議会議員の概要

　全国1,788地方自治体における，地方議会議員の総数は33,165人（欠員349）である。議

員数がもっとも多い自治体は東京都議会の124人（欠員3）であり，もっとも少ない自治

体は音威子府村議会（北海道），与那国町議会（沖縄県）などの6人である。会議録を公

開していない町村の割合で町村議員数を按分して差し引いても，約3万人の地方議会議員

の発言がウェブに公開されている計算になる。議会では，議員に加え，首長や理事者（役

所の職員），参考人等も発言を行うため，公開された会議録に収録される発言の発言者総

数はさらに多い。

　次に，議員の属性（性別・年齢・出身地）について考える。表1に示した通り，議員に

占める女性の割合は低く，全体で12%である。自治体区分ごとに見ると，市区は14%で

あり，都道府県，町村（いずれも10%）と比べやや高い。地方議会議員の年齢構成およ

び出身地については，竹安(2004)の2002年時点での地方議会議員に対するアンケート調

査がある。竹安(2004)の表Ⅲ-1に基づいて計算すると，25歳以上39歳未満が2%（有効回

答16,842のうち339人），40歳以上59歳未満が47%（同7,787人），60以上が52%（同8,716人）

である。また，竹安(2004)の表Ⅲ-2に基づいて計算すると，出生地と現在居住する都道府

県が等しい議員は88%（有効回答16,844のうち14,740人）であった。このうちの86%の議

員（同12,709人，全体の75%）は出生地と現在居住する市区町村が等しかった。

　地方議会議員は高年層の男性が多く，自分の生まれ育ったまちにおいて議員を務めて

いるということは直感的に明白であるが，このことがこれらのデータにより裏付けられ

る。

３　会議録の収集と整理
3.1　都道府県議会会議録パネルデータの収集

　本節では，都道府県議会会議録パネルデータの収集について述べる。収集対象は全国

47都道府県議会の本会議，収集期間は平成23年4月の統一地方選挙から平成27年4月の統

一地方選挙の前（平成27年3月）までの4年間である。統一地方選挙の時期以外に議員選

挙を行う議会も存在するが，収集範囲をこの4年間に設定することにより，同じ議員の４

年間の発言を追跡できるという利点がある。

　都道府県議会はすべて，それぞれの自治体のウェブサイトに会議録の全文検索システ

ムを公開している。会議録の収集はクローラと呼ばれるウェブページの収集プログラム

を作成，実行して行われる。表2に示すように，全文検索システムを提供する主要4社が

89%のシェアを持つ。そこでまず，この4システムに対応したクローラを作成する。ただ
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し，自治体ごとに検索システムや表示部分をカスタマイズしているため，個別対応する

ようにプログラムを調整したり，部分的に人手による作業を挟みながら収集作業を進め

る。さらに，主要4社以外のシステムによって会議録を公開している5県については，1自

治体ごとにクローラを作成して，収集を行う。この作業によって収集された全国47の都

道府県の本会議会議録は，約400万文，1.5GBであった。

3.2　会議録の整理の考え方

　種々の分野で会議録を研究対象とするとき，各種の統計量（例えば，都道府県Pでの1

会議あたりの平均発言者数）を算出したり，ある一定の条件下での発言（例えば，単語

wを含む議員Aの発言）を抽出したりするという利用方法が考えられる。しかし，会議

録の本文には，発言以外にも目次，名簿，資料，状況記載（登壇や拍手）などが区別な

く記述されている。さらに，地方議会会議録の公開方法は自治体によって差異があり，

会議録のフォーマットも統一されていない。

　したがって，「地方政治コーパス」を構築するにあたり，会議録を統一された形式に整

理しなおす必要がある。そこで本プロジェクトでは，以下の方針で会議録の整理を進める。

　・発言は1文単位に分割し，非発言と明確に区別すること

　・会議録に含まれる情報を過不足なく抽出すること

　・議員に対して，選挙時に公表されている属性情報を付与すること

　以上の方針を踏まえて，都道府県議会会議録を「発言テーブル」と「発言者テーブル」

で構成される関係データベースの形で整理する。発言テーブルは発言文1文を1レコード

とし，以下の17項目のフィールドをもつ。

表2　都道府県議会における会議録検索システムの採用状況
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　発言者テーブルは発言者1名を1レコードとし，以下の9項目のフィールドをもつ。

　議員の年齢や性別，対象行政区（選出選挙区）が分かると，発言内容の分析や言語的

特徴の分析にとって有益であると考えられる。しかし，これらの情報は会議録中には記

載されていないため，「4. 氏名」～「8. 性別」は選挙の立候補者情報がまとめられたサ

イト（例えば，選挙ドットコム3）から情報を収集し，格納する。なお，発言者が議員で

ある場合，「9. 職名」は空欄となる。一方，発言者が議員ではない場合，「4. 氏名」～「8. 

性別」は空欄とし，職名に対して発言者IDを付与する。図3に発言テーブルと発言者テー

ブルの関係を示す。

3.3　会議録の整理の流れ

　会議録は従来印刷物として作成していたものであるため，ウェブ上で公開されている

図3　発言テーブルと発言者テーブルの関係
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会議録も，紙に出力した時の体裁に準じたフォーマットになっていることが多い。また，

公開されたデータをさらに別の用途で用いることは全く考慮していないため，データが

構造化されていない。会議録を収集し，発言テーブルの各フィールドに値を格納する作

業を行うには，それぞれの自治体における会議録のフォーマットを逐一確認する必要が

あり，完全に自動化することはできない。特に，発言テーブルの「11. 発言者ID」～「15. 

発言以外の記録文」を完成させるためには，「発言の抽出」「発言者の抽出」「発言者の名

寄せ」を適切に行う必要がある。

　以下では，それぞれの作業の具体的な手順を説明すると同時に，作業の自動化を妨げ

ている会議録の特徴を具体的な事例を挙げて説明する。

3.3.1　発言の抽出

　会議録に記載されている全テキストを発言と非発言を分離し，発言テーブルの「14. 発

言文」，「15. 発言以外の記録文」にデータを格納する。具体的な作業手順として，まず，

キーワードや区切り線，正規表現を利用して発言/非発言の判断を行う。次に，発言は句

点で1文単位に分割して1レコードとし，非発言は1行を1レコードとして発言テーブルに

格納する。会議録には発言以外の記録文が多く含まれる。実際の会議録の例を図4～6に

示す。図中の網掛け部分が発言であり，その他は全て発言以外の記述である。発言者の

入退場や登壇，不規則発言などの状況説明を〔 〕内に記載している自治体が多い。また，

図5のように会議中に配布された資料がそのまま会議録中に転載されることもある。これ

らの特徴から，発言の抽出を難しくするいくつかの要因が生じる。

　1つ目は，発言／非発言の判断が難しい記述である。通常，配布資料が会議録に転載さ

れている場合、非発言とみなすことができる。しかし，図4に含まれている資料「意見書

案提出について」は，〔議事課長朗読〕となっている。この資料は会議中に読み上げら

れているため，発言であると考えることもできる。このような資料に加えて、〔「いいぞ、

頑張れ」と呼ぶ者あり〕などの不規則発言等の取り扱いを決める必要がある。

　2つ目は，発言と非発言の境界が明らかでないフォーマットである。多くの自治体では

　「－」（全角ハイフンマイナス，例えば図4の1行目）や「―」（ホリゾンタルバー，例え

ば，図5の2行目）の連続で区切り線を表現し，発言と非発言の境界を示している。しかし，

会議録作成者が誤って異なる記号を使用したり，突然記号を変更することもある。さら

に，全く区切り線がない会議録もある。この場合，手作業で発言と非発言を切り分ける

必要がある。

　3つ目は，プレーンテキスト以外のデータである。会議録の中に，図5，6のように，罫

線素片やHTMLのTABLEタグを用いた表が組まれることがある。また，資料や表が画

像ファイルとして挿入されることもある。これらのデータについて，レコードの境界や

格納順を個別に決める必要がある。
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図4　会議録の例（添付資料の挿入）

図5　会議録の例（罫線素片による表組み）



144

3.3.2　発言者の抽出

　会議録から発言者の氏名と職名を抽出し，全発言文の発言者を同定し，発言テーブル

の「12. 発言者名」および「13. 発言者の役職」に値を格納する。発言者の氏名と職名の

抽出処理は，発言者を示す記号（多くの場合「○」「◎」「◆」）を手がかりに，正規表現

を利用して自動的に行う。表3に正規表現の具体例を挙げる。なお，網掛け部分が抽出対

象である。

　表3から明らかなように，自治体によって発言者を記述するパターンが異なるため，そ

れぞれの自治体のフォーマットに合わせた正規表現を用意する必要がある。ただし，会

議録作成者のミスや，書式の変更により，同一自治体の会議録であっても発言者パター

ンと一致しない記述がある（例えば，半角スペースと全角スペースの混在）。その場合は，

個別に手作業で対応する。

　会議録検索システム「Discuss Net Premium」では，左フレームに発言者（議長，質問者，

答弁者）が明記されるため，発言者の抽出が容易である（図7）。しかし，自治体によっ

てはこの欄を独自の目的で使用し，発言者以外の情報が記載している場合がある（図8）。

この場合も，会議録本文中から正規表現を利用して発言者を抽出する。

図6　会議録の例（TABLEタグによる表組み）
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図7　左フレームの項目を本来の用途どおりに使用している例

図8　左フレームの項目を本来の用途どおりに使用していない例
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3.3.3　発言者の名寄せ

　各発言者に固有の「発言者ID」を与えるため，会議録から抽出した発言者を対象として，

同一人物を特定する。ここでの「名寄せ」作業には2つの側面がある。

　1つ目は，会議録内での同一人物の特定である。会議録から抽出した発言者は，同一人

物でも複数の表記をもつことがある。例えば，「梅澤佳一自然再生・循環社会対策特別委

員長」「梅澤佳一議会運営委員長」「梅澤佳一委員」「五十番（梅澤佳一議員）」「五十六番

（梅澤佳一議員）」は，いずれも同一人物の「梅澤佳一」氏を示している。このような場合，

発言者の氏名に付加された敬称や肩書，議席番号等を正規化する処理を行う。

　2つ目は，会議録と発言者テーブルの情報源である選挙ドットコムとの間での人物の

同定である。発言者テーブルの「4. 氏名」は，選挙ドットコムの表記を採用しているが，

この表記が会議録中の表記と異なることがある。この場合，人手を介して発言者名の同

定を行う。

　会議録と選挙ドットコムとの間で人物の同定が自動化できない原因の一つとして「通

称」の問題がある。特に，氏名の一部（あるいは全部）をひらがなやカタカナ表記にす

る議員が多く見られる。これは「通称」として公職選挙法で認められており，会議録中

にも通称が記載されることがある。一方，選挙ドットコムに登録されている氏名は，戸

籍名と通称が混在している。したがって，選挙ドットコムの氏名と会議録中の氏名の表

記が異なるという問題が生じる場合がある。

　図9のように，選挙ドットコムでは戸籍名で表記されているが，会議録では通称が使

用されている例は多い。字面が一致しない文字列を機械で自動的に同定することはでき

ないため，選挙ドットコム掲載の氏名のフリガナから通称を導出してマッチングを行う。

これとは逆に，会議録中では戸籍名が使用され，選挙ドットコムでは通称で表記されて

いる例もある。例えば，「瑞慶覧功」議員は会議録には左記のとおりの戸籍名で表記され

ているが，選挙ドットコムには「ズケラン 功」と表記されている。この場合，選挙ドッ

トコムの「戸籍名」欄を手がかりにして名寄せを行う方法が考えられる。しかし，「戸籍名」

表3　発言者を抽出する正規表現
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が記載されていないことも多く，人手での処理が必要となる。

　「通称」の問題以外にも，会議録や選挙ドットコムの作成者によるエラーや旧字体が名

寄せの自動化を妨げる原因になっている。例えば，選挙ドットコムにおいて「萩原」を「荻

原」と誤って入力しているページが存在する。この場合は，手作業で正しい表記を発言

者リストに登録する。また，会議録作成の時点で発言者名の漢字変換が誤っている例（正：

「達雄」，誤：「達夫」「逹雄」など）も多い。この場合は，発言テーブルの「12. 発言者名」

の誤表記は修正せず，発言者テーブルには正しい表記のみを登録する。そして，同一人

物には同一IDを与えることで名寄せを実現する。

４　TF・IDFによる特徴語比較
4.1　方法

　本章では，TF・IDF法を用いて，都道府県別，発言時期別，議員別の特徴語を抽出し，

それぞれの特徴比較を試みる。基本的には，ある文書において出現頻度（TF）が高い語

がその文書における特徴語であると考える。ただし，その語が複数の文書で共通に用い

られる語であるとき，語はその文書における特徴語といえないため，他の文書で共通に

使われる語の順位が下がるような係数（IDF）をTFに乗じ，単語を順位付けする手法で

ある。都道府県別の特徴語抽出では，1つの議会における発言全体を1文書として，47文

書（都道府県議会）の特徴語をそれぞれ求める。発言時期別の特徴語では，全議会にお

ける四半期（3カ月）の間の発言を1文書にまとめ，全16文書（4年×四半期）の特徴語を

図9　氏名の表記が異なる例（戸籍名と通称）
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求める。議員別の特徴語は1議員の全発言を1文書とし，議会ごとに発言議員の人数分の

文書の特徴語を求める。

　文書jにおける単語iのTFi,jおよび，単語iのIDFiはに次式で求める。ただし，Njは文書j

の総単語数，ni,jは文書jにおける単語iの出現頻度，Dは総文書数，dfiは単語iを含む文書

数である。

　特徴語の抽出では，まず形態素解析を行い，各単語の頻度を求める。一般的な形態素

解析を行うと，例えば，「離島航空路線」は「離島」「航空」「路線」の3語に分割され，「地

域医療」は「地域」「医療」の2語に分割される。このまま「路線」や「地域」といった

語の頻度を数えても，特徴を捉えることは難しいため，名詞連続（複合名詞）について

は，ひとまとまりの語として取り扱うことが適当である。そこで，本稿では中・長単位

解析ツール「Comainu4」を用い，長単位5を基準として，品詞情報が「名詞-普通名詞-一般」

であるものを対象に，特徴語の抽出を行う。形態素（短単位）解析と長単位解析の例を

図10に示す。ゴシック体で示した語が抽出対象となる「名詞-普通名詞-一般」の長単位で

ある。

　3.3.1節で述べたように，収集した会議録には，発言と発言以外の記述が混在する。現

段階では手作業による区別が完了していないため，発言とそれ以外の記述を簡易的に区

別する手がかりとして句点「。」を用いる。句点で終わる文を発言と見做し，分析対象と

する。また，議事進行等の定型発言を除外するために，発言者名の文字列に「議長」「事

務局」を含むものを対象外とする。

TFi,j ＝
Nj

ni,j
IDFi ＝

dfi

D

図10　長単位解析の例（平成２６年度栃木県議会第３２４回臨時会議06月03日-03号／福田富一　知事）
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4.2　都道府県別の特徴語の比較

　表4に，TF・IDFによって求めた都道府県別の特徴語上位5語を示す。特徴語から以下

のような傾向および問題点を読み取ることができる。

①　各地域の政治課題

　分析対象期間における各地の政治課題が多く見られる。特に，医療施設（例えば「ふ

くしま国際医療科学センター」「さいたま赤十字病院」「東千葉メディカルセンター」）は

新設や移転にあたりそれぞれの地域で活発な議論があり，上位に挙がった。茨城県の「森

林湖沼環境税」（期間延長），東京都の「二〇二〇年大会」（オリンピック），長野県の「浅

川ダム」「Ｆ－Ｖ断層」（地震への対応），奈良県の「奈良公園」「平城宮跡」「ホテル誘致」，

鳥取県の「環境大学」（公立化），滋賀県の「近江大橋」（無料化）なども，分析対象期間

に議論になった政治課題であるといえる。また，沖縄県の「在沖海兵隊」は，恒常的な

地域特有の政治課題である。

②　地域の特産物・ブランドの名称

　各都道府県で売り出している特産物の名称が見られる（例えば「鳴門わかめ」「すだ

ち」）。特にブランド牛に力を入れている自治体が多い様子がうかがえる（例えば「仙台牛」

「あか牛」「豊後牛」）。ゆるキャラを含む施設名（例えば栃木県の「とちまるショップ」（東

京スカイツリーへの出店））も見られる。

③　都・道・府の呼称

　都道府県のうち，「都」「道」はそれぞれ1つ，「府」は2つしかないことから，「県」に

置き換えると全国的に一般的な語が都道府において特徴語の上位に挙がった。特に北海

道の特徴語は「道教委」「本道経済」「道民生活」と続くが，これらが「県教委」「本県経

済」「県民生活」であれば，上位には挙がらないと考えられる。東京都の第1位「都有地」

なども同様であると考えられる。

④　「(都道府県名)づくり」「オール(都道府県名)」

　複数の都道府県で「（都道府県名）＋づくり」あるいは「オール＋（都道府県名）」と

いう特徴語が複数見られた。（例えば「いばらきづくり」「京都づくり」「大分県づくり」

「オール秋田」「オールとちぎ体制」）

⑤　長単位の解析誤り等

　栃木県の第2位「ちぎづくり」（→とちぎづくり），和歌山県の第2位「やま大会」（→わ

かやま大会）は長単位解析に失敗している例である。また，富山県の第1位「湾クラブ」（→

世界で最も美しい湾クラブ），京都府の第2位「海病院」（→京都府立与謝の海病院）は助

詞等を含むより長い固有表現の一部が切り取られたものであるため，長単位だけでは意

味を捉えることができない。



150

4.3　発言期間別の特徴語の比較

　表5，6に鳥取県，および，宮城県における四半期単位の発言期間別の特徴語を示す。

鳥取県では，平成23年度第2四半期に「生レバー」が第1位に挙がっている。これは平成

23年4月に発生した食中毒事件に関連していると考えられる。また，宮城県の平成23年度

第1～ 2四半期には，東日本大震災関連の語が上位に多く見られる（例えば「東日本大震

災対策」「震災復興計画案」「長期避難世帯」）。このほか，それぞれの次期に議論になっ

た特徴語が見られると考えられるものの，1つの四半期には概ね1回の定例会しか行われ

ないため，各期に発言される議員数が限定される。したがって，その期間に質問を行っ

た特定の議員の発言内容（関心分野）が発言期間別の特徴語に反映されてしまっている

可能性が考えられる。この点については，議員別の特徴語と照らし合わせて，今後確認

を進めたい。

4.4　議員別の特徴語の比較

　表7に，TF・IDFによって求めた栃木県議会議員の議員別の特徴語上位5語を示す。対

象の期間に議長等ではなく，一議員の立場で発言した議員は51名である。このうち，発

言数が少なく，特徴語を抽出できなかった2名を除いた49名を示した。発言特徴語は多岐

にわたっており，自治体が抱える政治課題が多岐にわたっている様子がうかがえる。表4

の栃木県全体の特徴語上位5語は，議員別の特徴語には挙がっていない。これらの語は複

数の議員が使用したため，議員別の計算ではTF・IDF値が低くなったためであると考え

られる。全国における都道府県別の特徴語，県内の議員別の特徴語がそれぞれ適切に抽

出されていると考えられる。

　議員ごとの特徴語をみると，各議員が関心を持って取り組んでいる課題が見えてくる。

例えば，「モニタリングポスト」「干しシイタケ」「二重被害」「キノコ生産者」「クマザサ」

（渡辺渡議員）という特徴語から，放射能汚染の被害についての関心をもって発言してい

ることがわかる。また，都道府県議会議員は県全体の政治課題に取り組む必要がある一

方で，選出選挙区の代表という側面を持つため，特定地域の地名，施設名が特徴語とし

て多く現れる傾向も見られる。例えば，斎藤淳一郎議員の特徴語には「矢板南産業団地」

「シャープ」といった矢板地域に関わりの深い語が見られる。女性議員に子ども関連の特

徴語が多いことも全国的に見られる傾向である。例えば，阿部博美議員の特徴語には「不

育症」「障害児」「里親制度」などが見られる。

　有権者（一般市民）が議会会議録の全て読むことは労力がかかるため，現実的ではな

いが，このように特徴語を抽出することで，それぞれ議員の議会における発言傾向を簡

単につかむことが可能となる。
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５　まとめ
　本稿では，まず，地方議会会議録のウェブ公開状況を示した。公開率は2010年（高丸他 

2011）の調査から13ポイント上昇した。情報公開が進んだことと市町村合併により小規

模な自治体が減少したことの2つの要因が考えられる。次に，地方議会における主要な発

言者である地方議会議員の属性について，データに基づく集計結果を述べた。高年層の

男性が多く，生まれ育ったまちにおいて議員を務めていることがデータにより裏付けら

れた。発言者の属性（バックグラウンド）は発言内容の分析においても，言語的特徴の

分析においても重要な手がかりとなるものである。現在構築中のコーパスでは，会議録

の発言文（発言テーブル）に加えて，発言者の情報（発言者テーブル）を収集し，この

要求への対応を試みている。現在のところ，議員の所属する党派（会派）に関する情報

は付与していないが，政治学的な分析を進めるために必要な情報であると考えられるた

め，今後，会派情報の付与についても検討を進めたい。

　次に，収集した会議録をデータベースへの登録するために必要となるデータ整理にお

ける問題点について，発言の抽出，発言者の抽出，発言者の名寄せの3つの観点から述べ

た。今後，会議録の収集対象範囲を広げつつ，将来にわたってデータの収集と整理を続

けるためには，収集からデータベースへの登録に至るまでの処理をプログラムによって

自動化することが望ましい。しかしながら，フォーマットが不統一で，構造化されてい

ないテキストデータを対象にした自動処理には解決困難な問題が多数存在することを明

らかになった。解決方法の検討を進めるためには，問題点の所在を明らかにし，共有す

ることが肝要である。今後，解決に向けた検討を進めたい。

　最後に，地方議会会議録からTF・IDF法を用いて特徴語を抽出し，発言内容の地域差，

時間差，個人差について基礎的な分析を試みた。このような統一的な比較分析を行える

ことが，期間と範囲をコントロールしたパネルデータの利点である。本稿の結果を出発

点として，今後パネルデータについて，さまざまな観点から学際的に分析を進めていき

たい。

　なお，紙幅の都合で，発言期間別の特徴語は2つの県の結果のみ，議員別の特徴語は1

つ県の結果のみを示した。また，いずれの表においても，特徴語は上位5語までしか示す

ことができなかった。本稿で示すことが出来なかった都道府県の特徴語，および6位以下

の特徴語については，「地方議会会議録コーパスプロジェクト」のウェブサイト6において，

順次公開する予定である。
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表4　TF・IDFによって求めた都道府県別特徴語（上位5語）
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表5　TF・IDFによって求めた鳥取県における発言期間(四半期単位)別特徴語（上位5語）

表6　TF・IDFによって求めた宮城県における発言期間(四半期単位)別特徴語（上位5語）
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表7　TF・IDFによって求めた議員別特徴語（栃木県議会の例）（上位5語）

災害時要援護者避難支援プラン


